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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

（１）グループ理念である「Purpose（存在意義）－社会を止めない。進化をつなぐ。」「Vision（中長期的に目指す姿）－いつもも、いざも、これからも。
共創する物流ソリューションパートナー」、「Values（価値観・行動指針）－「PRIDE」「CHALLENGE」「GEMBA」「RESPECT」」に基づき中長期的な企
業価値の向上を目指します。

（２）当社グループは、コンプライアンスに則した経営を推進し、公正かつ適法な事業運営を実現して企業の社会的責任を果たします。

（３）リスクを合理的に評価し、果断な意思決定を行い、新規事業に絶えず挑戦し続けます。

（４）株主、従業員、顧客、ビジネスパートナー、その他当社グループが関係する地域社会等の様々なステークホルダーとの適切な協働に努めま
す。

（５）取締役会、監査役会、内部監査等の機能を強化し、また持株会社としてグループ内の各子会社の経営管理を適切に行うためグループガバナ
ンスを整備、推進します。

コーポレート・ガバナンスに関しては、企業の社会的使命を充分に認識し株主の皆様の利益を損なうことがないよう取締役、監査役、従業員一同、
忠実にその職務を果たしております。当社は、取締役会、監査役会、経営会議、営業推進会議、役員連絡会議、指名・報酬委員会、サステナビリ
ティ委員会、コンプライアンス委員会、リスク管理委員会、情報セキュリティ委員会を設置するほか、執行役員制度を導入して業務執行と監督を分
離し、取締役及び執行役員の執行権限と責任を明確にするなど、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。

また、リスク管理部において、リスクの発生予防や早期発見に努めるほか、業務の標準化・文書化の推進、記録の管理、内部通報制度の導入な
ど、リスク・マネジメントの強化を推進しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しており、各原則の実施状況を「三井倉庫ホールディングス コーポレートガバナンス・ガイ

ドライン」（以下「当社ガイドライン」とします）及び「関連資料」として開示し、当社ホームページに掲載しております。

https://www.mitsui-soko.com/sustainability/governance/corporate_governance/

なお、コーポレートガバナンス・コードにおいて開示すべきとされる事項については、下記もしくは下記記載の当社ガイドライン、関連資料をご参照く
ださい。

<原則1-4>政策保有株式

　関連資料「株式の政策保有及び議決権行使に関する方針」をご参照下さい。

<原則1-7>関連当事者間の取引

　当社ガイドライン（株主の利益に反する関連当事者間取引の防止）をご参照下さい。

<補充原則2-4①>中核人材の登用等における多様性の確保

　当社ガイドライン（女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保）および、当社ホームページ「女性活躍推進」（https://www.mitsui-soko.com/com
pany/overview/women/）をご参照下さい。

<原則2-6>企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

　当社ガイドライン（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）をご参照下さい。

<原則3-1>情報開示の充実

　当社ガイドライン<当社グループのコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針>、<取締役、監査役報酬の決定に関する方針と
手続>、<取締役・監査役候補の決定に関する方針と手続>、<取締役・監査役候補の個々の選任・指名についての説明>をご参照下さい。

<補充原則3-1②>海外投資家の比率も踏まえ、開示書類のうち必要とされる情報については、英語での開示・提供を進めます。

<補充原則3-1③>サステナビリティについての取組み等

　当社ガイドライン<具体的取組みに関する情報開示>、<気候変動に関する情報開示>、本報告書の「Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の
実施状況」の「3.ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況」、及び以下の説明をご参照下さい。

　当社は現在の中期経営計画に沿った複数の新組織（戦略営業部、オペレーション統括部、デジタル戦略部、ESG推進室、オペレーション検査課）
を立ち上げており、経営戦略の実現に向け、これら組織への適正な人的資本投下を行っております。（2022年6月時点所属員44名）



　当社は、物流現場における標準化された業務ノウハウや手順書等を重要な知的資本と認識しており、経営戦略における重要施策として現場力
強化やDX推進に向けた取組みを行っております。サステナビリティや人的資本、知的財産に関するKPIや取組みの詳細は以下をご参照下さい。

当社ホームページ：https://www.mitsui-soko.com/sustainability/

統合報告書：https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report/

また、当社はTCFD提言に賛同しており、従来の取り組みに加え、気候関連リスクや機会特定、各体制を含めた情報開示の強化・拡充に取り組ん
でおります。

詳細の取り組みにつきましては、以下をご参照ください。

当社ホームページ：https://www.mitsui-soko.com/sustainability/environment/tcfd_disclosure/

<補充原則4-1-①>経営陣に対する委任の範囲

　当社ガイドライン（取締役会の役割・責務1）をご参照下さい。

<原則4-9>独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

　関連資料「社外役員独立性基準」をご参照下さい。

<補充原則4-10①>独立した諮問委員会の設置による指名・報酬等の検討における独立社外取締役の関与・助言

当社ガイドライン（取締役・監査役候補の決定に関する方針と手続）（取締役・監査役報酬の決定に関する方針と手続）をご参照下さい。

<補充原則4-11-①>取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方及びスキル・マトリックス、<補充原則4-
11-②>取締役・監査役の兼任状況、<4-11-③>取締役会全体の実効性に関する分析・自己評価

　当社ガイドライン<取締役・監査役候補の決定に関する方針と手続>、（取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件）及び以下の説明を
ご参照下さい。

当社は、取締役及び監査役（社外役員を含む）に取締役会の実効性評価のための自社アンケートを実施しており、外部専門家の助言を得ながら
設問を毎年見直すという形で第三者視点を取り入れております。アンケートの結果から、取締役会の運営は概ね適正であると評価しております
が、回答集計時に確認された課題に対する改善策に取り組み、PDCAサイクルを通じて取締役会の実効性の向上に努めております。

2022年度は、取締役会議長の交代もあった中、取締役会付議に至るまでの社内議論の経緯を示す等の、取締役会での議論を充実させる取り組
みの改善に評価が得られた一方、経営方針や経営戦略をめぐる骨太な議論により注力するための、付議基準の見直し推進等の課題が確認され
ております。

<補充原則4-14-②>取締役・監査役に対するトレーニングの方針

　当社ガイドライン（取締役・監査役のトレーニング）をご参照下さい。

<原則5-1>株主との建設的な対話に関する方針

　当社ガイドライン（株主との対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針）と関連資料「株主との対話に関する基本方針」、及び以下の
説明をご参照下さい。

【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】【英文開示有り】

（1）資本コストを意識した経営の実現に向けた対応

当社グループは、資本コストを意識した経営を行う上で、ROEを重要な経営指標のひとつとして位置づけており、

中期経営計画2022においては、当社にてCAPMで計算した株主資本コストを越えるROE12%超という目標を掲げております。

直近実績につきましては、目標を上回る水準(2022年３月期：20.4% 2023年３月期：18.1%)で推移しており、引き続き高水準な資本効率の維持に努

めてまいります。

（2）株価を意識した経営の実現に向けた対応

PBRについての議論を取締役会で定期的に行っており、適正な外部評価の獲得に向けた施策を検討、実施しております。

2023年３月期におきましては、当社HPの改訂や、投資家との継続的な面談などのIR活動強化に努める一方で、資本効率を意識した経営を目的に
株式報酬制度を導入しております。

直近一年間の当社PBRは以下の通り改善し、倉庫/運輸セクターの平均PBR0.9倍を超える水準となっております。

2022年３月期末　0.78倍

2023年３月期末　1.05倍

今後につきましても、サステナビリティを意識した開示の拡充や、積極的な株主との対話などを通じて、株式価値のさらなる向上を目指してまいり
ます。

【株主との対話の実施状況等】

決算説明会は四半期に１回開催しており、中期経営計画に関する内容も含め経営トップが直接説明を行っています。

加えて、国内外、対応者の分野別を問わず、経営戦略やESGに関する建設的な個別面談による対話（エンゲージメント）を随時実施しています。

2022年度の対話の実施状況は以下の通りです。

・決算説明会　　　　４回　延べ191社

・個別IR取材　　　　　　　　延べ74件

・機関投資家エンゲージメント　11社

対話の実施状況や対話において頂いた貴重な意見を、企業価値向上のためにIR担当役員から取締役会に対してフィードバックしています。その
結果を踏まえ、経営の方向性や事業戦略等をきちんとお伝えし、正しく評価、理解いただくための対話に努めていきます。



２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,742,000 11.02

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,546,000 10.23

大樹生命保険株式会社 1,569,200 6.30

三井住友海上火災保険株式会社 1,401,000 5.63

株式会社三井住友銀行 696,950 2.80

三井倉庫グループ従業員持株会 519,749 2.08

株式会社竹中工務店 496,800 1.99

三井住友信託銀行株式会社 437,400 1.75

ＪＰモルガン証券株式会社 337,992 1.35

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 318,854 1.28

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

1．割合は自己株式（46,808株）を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 倉庫・運輸関連業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

記載すべき事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項



組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中野　泰三郎 他の会社の出身者

平井　孝志 他の会社の出身者

菊地　麻緒子 他の会社の出身者

月岡　隆 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中野　泰三郎 ○
中野 泰三郎氏は、株式会社タイアップの

代表取締役社長であります。

飲料会社の取締役を長年務められ、会社経営
者としての豊富な経験を有しており、当該経験
に基づき特に当社グループの経営方針につい
て経営者の視点から監督、助言等いただいた
実績から、社外取締役として適任であると判断
しております。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。



平井　孝志 ○

平井　孝志氏は、筑波大学大学院ビジネ
スサイエンス系国際経営プロフェッショナ
ル専攻教授、早稲田大学大学院経営管
理研究科客員教授であります。

多様な会社での経営実務の経験に加え、幅広
い業界でのコンサルティングを行い、現在は複
数の大学院で企業戦略、事業戦略の研究をさ
れており、その豊富な経験と識見に基づき特に
当社グループの事業戦略について専門的な立
場から監督、助言等いただいた実績から、社外
取締役として適任であると判断しております。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。

菊地　麻緒子 ○
菊地　麻緒子氏は、日立建機株式会社の
社外取締役であります。

日本及び米国ニューヨーク州の弁護士資格を
有し、企業法務に携わるとともに、検察庁及び
公正取引委員会での執務経験、さらに当社常
勤社外監査役としての実績に基づく豊富な経
験、識見に基づき、当社グループの企業活動
全般に関する有意義な助言をいただいた実績
から、社外取締役として適任であると判断して
おります。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。

月岡　隆 ○
月岡　隆氏は、株式会社みずほフィナン
シャルグループ社外取締役、出光興産株
式会社名誉顧問であります。

エネルギー会社の取締役を長年務められると
ともに、代表取締役社長、同会長を歴任し、会
社経営者としての豊富な経験を有しており、当
該経験と幅広い識見に基づき、当社グループ
の企業経営、ＥＳＧ、人材開発・人事等に関す
る監督、助言等が期待できることから、社外取
締役として適任であると判断しております。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 0 1 4 0 0
社外取
締役

補足説明

指名・報酬委員会は社外取締役中野泰三郎、平井孝志、菊地麻緒子、月岡隆の４名と代表取締役社長古賀博文により構成され、社外取締役のう
ち中野泰三郎を委員長としております。また、アドバイザーとして社外有識者１名が出席しております。指名・報酬委員会においては、取締役及び
監査役の指名、取締役報酬および執行役員報酬の決定（役員報酬基準額、各取締役の個別評価、業績連動報酬額の妥当性・適正性検証）、役
員報酬制度（株式報酬等、非金銭報酬に関するものを含む）の策定、見直し等に関する審議を行い、各項目の客観性・公正性・透明性を高めてお
ります。2022年度における指名・報酬委員の開催頻度及び構成員等の出席状況は次の通りです。

〇指名・報酬委員会の開催頻度

2022年度においては、計３回開催いたしました。

〇社長及び社外取締役の出席状況

2022年度末の地位　　　　氏名　　　　　　　　 出席状況

代表取締役社長　　　　　古賀　博文　　　　　３/３回（100％）

社外取締役　　　　　　　　中野　泰三郎　　　 ３/３回（100％）

社外取締役　　　　　　　　平井　孝志　　　　　３/３回（100％）

社外取締役　　　　　　　　菊地　麻緒子　　　 ３/３回（100％）



【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 5 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査役は、会計監査人及び内部監査部門（リスク管理部）と定期的に会合し、監査計画、監査の実施状況に関して情報を交換し、監査の有効性

を高めているほか、監査役会に監査スタッフを置き、監査の充実に努めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

小澤 元秀 公認会計士

三宅 英貴 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他



会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

小澤 元秀 ○ ―――

複数の監査法人にて代表社員を、また、日本
公認会計士協会の退職給付会計専門委員会
委員も歴任される等、公認会計士として長年第
一線で活躍されており、同氏の専門である国際
会計に立脚した識見により、海外関係会社を含
め当社グループ全体について、財務の健全性
や正確性の観点から監査業務を行ってきた実
績から、社外監査役として適任であると判断し
ております。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。

三宅 英貴 ○
三宅　英貴氏はアンダーソン・毛利・友常
法律事務所外国法共同事業パートナーで
あります。

弁護士としての幅広い識見に加え、検察庁、金
融庁証券取引等監視委員会及び監査法人に
おける豊富な執務経験を有しており、当該識見
と広範な経験に基づき、法律・リスク管理など
の観点から、監査を通じて当社グループのガバ
ナンスの健全性、透明性及びコンプライアンス
向上のための活躍が期待できることから、社外
監査役として適任であると判断しております。

上記に加え、当社の定める社外役員の独立性
基準を満たし、また証券取引所の独立役員に
関する判断基準に照らしても一般株主と利益
相反が生じるおそれがないため、独立役員とし
て指定しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

現在の役員報酬体系は、各役職別の基本報酬額に、業績連動部分を付加したものとしております。

業績連動評価に係る指標は、本業の業績向上を通じた企業価値増大の動機付けを図る理由から連結営業利益とし、これに加え、投融資等の結
果が反映される連結税金等調整前当期純利益を定めています。翌事業年度の役員報酬に係る業績評価は、両指標の当事業年度実績に対する
当事業年度目標比、前事業年度実績比を役員報酬規定に定めるテーブルを元に評点化し、これを反映させる仕組みです。

尚、2022年度より、企業のガバナンス強化、投資家目線の経営意識醸成等を企図し、譲渡制限付株式報酬制度を導入しています。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

社内取締役及び社外役員（社外監査役分を含む）の別に各々の総額を開示しております。

社内取締役に対する報酬356百万円（内、固定部分210百万円、変動部分123百万円、非金銭報酬21百万円）社外役員に対する報酬47百万円

（固定部分のみ47百万円）

なお、連結報酬等の総額が１億円以上の者は、有価証券報告書において個別開示を行っています。

有価証券報告書、事業報告は、当社のホームページにも掲載し、公衆の縦覧に供しています。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

役員の報酬額については、個々の報酬額の妥当性及び決定プロセスの透明性を一層確保するため、社外取締役を委員長とし他の社外取締役

と社長及び会長を委員とする「指名・報酬委員会」において報酬額を決定し、その決定に従っております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

監査役会に監査スタッフを置き、監査の充実に努めております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

(1) 取締役会

取締役会は代表取締役社長古賀博文を議長とし、中山信夫、木納裕、郷原健、糸居祐二、桐山智明の社内取締役６名と、中野泰三郎、平井孝
志、菊地麻緒子、月岡隆の社外取締役４名の合計10名で構成しております。取締役会は、原則として、毎月の定時取締役会が12回と四半期ごと
の決算取締役会が４回の合計16回を年間で開催し、法令、定款、社内規定で定められている重要な意思決定及び業務執行取締役の執行状況の
監督などを行います。

2022年度における取締役会の活動状況は次の通りです。

〇取締役会の開催頻度

2022年度においては、定時取締役会12回、決算取締役会４回の計16回開催いたしました。

〇取締役及び監査役の出席状況

2022年度末の地位　　　　　　氏名　　　　　　　　出席状況

代表取締役社長　　　　　　　古賀　博文　　　　16/16回（100％）

代表取締役専務取締役　　 中山　信夫　　　　16/16回（100％）

常務取締役　　　　　　　　　　木納　裕　　　　　　16/16回（100％）

常務取締役　　　　　　　　　　郷原　健　　　　　　16/16回（100％）

取締役上級執行役員　　　　糸居　祐二　　　　13/13回（100％）※

取締役上級執行役員　　　　桐山　智明　　　　13/13回（100％）※

社外取締役　　　　　　　　　　中野　泰三郎　　 16/16回（100％）

社外取締役　　　　　　　　　　平井　孝志　　　　16/16回（100％）

社外取締役　　　　　　　　　　菊地　麻緒子　　　16/16回（100％）

常任常勤監査役　　　　　　　石田　幸男　　　　16/16回（100％）

常勤監査役　　　　　　　　　　宮下　紀夫　　　　16/16回（100％）

社外監査役　　　　　　　　　　須藤　修　　　　　　16/16回（100％）

社外監査役　　　　　　　　　　小澤　元秀　　　　16/16回（100％）

（※）定時株主総会での選任後の出席状況となるため、他の取締役、監査役と回数が異なります。

〇取締役会の主な検討事項

2022年度において、取締役会は、新たなグループ理念の制定、2027年３月期を最終年度とする新たな５ヵ年計画『中期経営計画2022』の策定、持
続的な成長に向けての投資規律を保った事業投資、経営基盤強化のためのDX投資について審議してまいりました。また、人権方針策定や株式
報酬制度導入といった、これまで未着手であった経営課題への対処を進めるとともに、自由闊達に議論のできる機運を醸成し、取締役会の実効
性を高めるよう努めております。上記に加えて、法令、定款、社内規定で定められた事項について検討いたしました。

(2)監査役会



監査役会は常勤監査役２名と非常勤社外監査役、小澤元秀、三宅英貴の２名の合計４名で構成しておりますが、監査役会に監査役スタッフを置く
など、監査の充実に努めております。監査役は、取締役会、役員連絡会議のほか重要な会議に出席し、取締役の執行状況の監督を行っておりま
す。また、法令で定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第３項の規定に基づき、予め補欠監査役１名を選任していま
す。

(3)経営会議

経営会議は代表取締役社長古賀博文を議長とし、議長に加え、中山信夫、木納裕、郷原健の役付取締役３名と、久保高伸、一柳尚成、鳥井宏、
関取高行、増田孝義の事業会社５社の代表取締役５名の合計９名の経営委員から構成されております。また、常任常勤監査役石田幸男がオブ
ザーバーとして出席しております。経営会議は、原則として、毎月２回、定期的に開催し、当社グループの価値の最大化を実現することを目的とし
て、(ｉ)取締役会に付議すべき事項、(ii)経営全般に関する重要な事項、(iii)取締役会 からその執行を経営会議に委任された事項について審議又は

決議いたします。

2022年度における経営会議の開催頻度及び構成員等の出席状況は次の通りです。

〇経営会議の開催頻度

2022年度においては、計26回開催いたしました。

〇経営委員等の出席状況

2022年度末の地位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　出席状況

代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古賀　博文　　　26/26回（100％）

代表取締役専務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中山　信夫　　　26/26回（100％）

常務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木納　裕　　　　　25/26回（ 96％）

常務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郷原　健　　　　　26/26回（100％）

三井倉庫㈱代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　久保　高伸　　　25/26回（ 96％）

三井倉庫エクスプレス㈱代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　一柳　尚成　　　26/26回（100％）

三井倉庫ロジスティクス㈱代表取締役社長執行役員　　　　　　　鳥井　宏　　　　　26/26回（100％）

三井倉庫サプライチェーンソリューション㈱代表取締役社長　　　関取　高行　　　26/26回（100％）

三井倉庫トランスポート㈱代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　増田　孝義　　　　26/26回（100％）

常任常勤監査役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　石田　幸男　　　　26/26回（100％）

(4) 営業推進会議

営業推進会議は社長、取締役のうち社長が指名した者、及び各事業会社5社の代表取締役社長又はこれに相当する地位にある者のうち社長が
指名した者により組織され、毎月1回定期的に開催し、月次業績・当該四半期の見通しや予算管理、営業拡大及び横断的な営業推進等に資する
情報を共有しております。

(5) 役員連絡会議

役員連絡会議は取締役、監査役及び事業会社5社の代表取締役又はこれに相当する地位にある者のうち社長が指名した者により組織され、年４
回開催し、当社グループの経営全般にわたる重要事項の周知、及び当社グループの状況に関する相互理解の促進のための情報交換を行ってお
ります。

(6)指名・報酬委員会

Ⅱ.1「任意の委員会の設置状況」および「補足説明」をご参照ください。

(7)サステナビリティ委員会

社長を委員長とし、業務執行取締役及び事業会社５社の代表取締役又はこれに相当する地位にある者のうち社長が指名した者により構成されて
おります。原則として半期に１度開催し、当社グループにおけるサステナビリティ（「物流」という社会インフラを支える企業集団として新たな価値を
創出することにより持続可能な社会を実現すること）に関する方針策定と実行管理を通じて、当社グループの企業価値向上を図っております。202
2年度におけるサステナビリティ委員会の活動状況は次の通りです。

〇サステナビリティ委員会の開催頻度

2022年度においては、計２回開催いたしました。

〇委員会構成員の出席状況

2022年度末の地位　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　出席状況

代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　古賀　博文　　　２/２回（100％）

代表取締役専務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中山　信夫　　　２/２回（100％）

常務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木納　裕　　　　　２/２回（100％）

常務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　郷原　健　　　　　２/２回（100％）

取締役上級執行役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　糸居　祐二　　　２/２回（100％）

取締役上級執行役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　桐山　智明　　　２/２回（100％）

三井倉庫㈱　代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　久保　高伸　　　２/２回（100％）

三井倉庫エクスプレス㈱　代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　　一柳　尚成　　　２/２回（100％）

三井倉庫ロジスティクス㈱　代表取締役社長執行役員　　　　　　　鳥井　宏　　　　２/２回（100％）

三井倉庫サプライチェーンソリューション㈱　代表取締役社長　　　関取　高行　　２/２回（100％）

三井倉庫トランスポート㈱　代表取締役社長　　　　　　　　　　　　　増田　孝義　　　２/２回（100％）

三井倉庫㈱　常務取締役　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　若野　英樹　　　２/２回（100％）

三井倉庫㈱　取締役上級執行役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金井　重樹　　　２/２回（100％）

○サステナビリティ委員会の主な検討事項

各部会（人事・安全・環境）の報告、TCFDへの具体的対応、GHG排出量（CO2排出量）の削減対応方針、ビジネスと人権に関する活動進捗（人権
デュー・ディリジェンス）

(8) コンプライアンス委員会

社長を委員長として、原則として四半期に1度開催し、当社グループの経営に影響を与えるコンプライアンス違反その他の問題発生時の対応協
議、役職員の行動規範となるべき企業倫理規範の制定、コンプライアンス体制の構築を行い、コンプライアンス遵守の推進及びコンプライアンス違
反の未然防止に努めております。

(9)リスク管理委員会

リスク管理管掌取締役を委員長として、原則として四半期に1度開催し、当社グループのリスクの軽減を目的に、事業活動におけるリスクの適切な
認識、当該リスクに対する対応方針の決定及び当該対応方針の進捗及び成果の管理の実施、当該リスクの発生予防及び発生に備えた対応マ
ニュアルの整備又は更新等を行っております。

(10) 情報セキュリティ委員会

情報システム担当業務執行取締役を委員長として、原則として四半期に1度開催し、当社グループの情報セキュリティ管理に関わる体制の整備、
活動の推進及び見直し等を行い、個人情報又は企業情報の保護を図っております。



３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、コンプライアンスに徹した透明性の高い経営を推進し、経済性・効率性を追求するとともに、公正かつ適法な事業運営を実現して企業の
社会的責任を果たしていくため、業務執行と監督の分離、相互牽制の強化及び社外取締役、社外監査役など社外有識者のチェック等が行えるよ
う、現行の企業統治体制を敷いております。

また、当社は、事業に係るリスクの発生を未然に防止し、問題点の早期発見及び改善を行っていくため、監査役、会計監査人及び内部監査人が
緊密な連携を保ちつつ、それぞれの観点から定期的に監査を行う体制をとっております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
総会議案についての十分な検討時間を確保できるよう、株主総会開催日の３週間前に発
送。2023年６月23日開催の定時株主総会招集通知は、４週間前の５月26日に電子提供
措置を開始し、３週間前の６月２日に発送しました。

電磁的方法による議決権の行使
当社の指定する議決権行使ウェブサイトで、インターネットによる議決権行使が可能で
す。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ICJが運営する議決権行使プラットフォームを利用した議決権行使が可能です。

招集通知（要約）の英文での提供
招集通知の英訳版を作成し、東京証券取引所に提出するとともに、当社ホームページに
掲載しています。

その他 当社ホームページに、株主総会招集通知を掲載しています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ホームページに、ディスクロージャーポリシーを掲載しています。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期に1回開催 あり

IR資料のホームページ掲載

下記の資料を掲載

決算短信（第１四半期、第２四半期、第３四半期、期末）

有価証券報告書（四半期報告書）（第１四半期、第２四半期、第３四半期、期
末）

決算説明会資料（第１四半期、第２四半期、第３四半期、期末）

決算情報以外の適時開示資料、コーポレートガバナンスの状況

BusinessReport

統合報告書

ファクトシート

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当役員は、代表取締役専務取締役　中山 信夫

ＩＲ事務連絡責任者は、財務経理部長 松木 武



３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社グループは「『物流』という重要な社会インフラを支える企業集団として新たな価値を創
出することで、持続可能な社会の実現、企業価値の向上を目指す」という考え方のもと、す
べてのステークホルダーとの対話を通じ、健全な関係の維持、発展に努め信頼関係を構築
する旨を「サステナビリティに関する考え方」の中で定めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

＜サステナビリティに関する方針＞

ESGに関する世の中の関心の高まりを背景に、SDGsへの取り組みなど環境、社会、ガバ
ナンスの３つの課題への対応は今後益々重要となります。そのような状況のもと、当社グ
ループは、「物流」という重要な社会インフラを支える企業として、新たな価値を創出するこ
とが重要であると考え、経済・社会・環境価値の同時達成を実現するため、「共創を通じた
持続可能で強靭な物流サービスの提供」、「安全、多様性、働きがいのある労働環境の実
現」、「積極的な環境負荷低減による脱炭素社会・循環型社会への貢献」の３つを当社グ
ループのマテリアリティ（重要課題）として特定し、SDGsへの取り組み等、ESG経営を推進し
ております。

経済・社会・環境の３つの価値を実現していくために、マテリアリティとの関連が強い事項に
ついては以下の個別方針を策定し、グループ各社、役職員への周知・徹底を図っておりま
す。

・持続可能な責任調達にかかる基本方針

・ダイバーシティ＆インクルージョン方針

・安全衛生方針

・環境方針

・人権方針

各方針の詳細については、以下をご参照ください。

当社ホームページ:https://www.mitsui-soko.com/sustainability/management/policy/

当社グループは2023年４月より、国際連合が提唱する「国連グローバル・コンパクト(United

Nations Global Compact、以下UNGC)」に参加しております。また、UNGCに署名している日

本企業・団体で構成される 「グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン」にも併せて加

入いたしました。当社グループは、人権・労働・環境・腐敗防止の４分野から成る「国連グ
ローバル・コンパクト10原則」に 連結子会社を含むグループ全体で賛同し、代表取締役社

長自らのコミットメントのもと、その実現に向けた取り組みを進めております。

＜サステナビリティ推進の体制＞

サステナビリティに関する推進体制強化を目的として、2021年10月にサステナビリティ委員
会を設置しております。当委員会は、サステナビリティに関する戦略・方針の検討やリスク
マネジメント、各取り組みの実行管理を行い、取締役会への報告を通じて、取締役会の意
見や助言を取り組みに反映し、監督する体制としています。

委員会のもとには、マテリアリティに向けた重要テーマ別に戦略立案から目標KPI達成に向
けた施策の検討・進捗管理等を行っているグループ横断的な常設部会の他、サステナビリ
ティ委員会の議論・決定内容をグループ全体に共有するサステナビリティ連絡会、サステ
ナビリティにおけるリスク及び機会分析により、新たに対応が必要なテーマの検討を行う新
規検討会を設置しています。

なお、マテリアリティの経済に関しては、営業施策やDX推進施策との関連性に鑑み、業務
執行取締役及び中核事業会社5社の代表取締役またはこれに相当する地位にある者のう
ち社長が指名した者を委員とする経営会議にて議論しております。

また、持株会社に専門部署を設けて、物流を脅かす様々なリスクの可視化・改善により物
流課題を解決してサプライチェーンの最適化を行う「SustainaLink」という独自のサービスを
展開することにより、サステナビリティにおける機会を創出し、物流インフラ企業として、社
会課題解決と事業拡大による利益成長の両立を目指して取り組んでおります。

具体的な取組みの詳細やESGに関する定量的なデータや目標数値等については、以下を
ご参照ください。

当社ホームページ：https://www.mitsui-soko.com/sustainability/

統合報告書：https://www.mitsui-soko.com/ir/library/integrated_report/

＜当社グループのESG活動に対する評価＞

外部評価に関する情報については、以下をご参照ください。

当社ホームページ：https://www.mitsui-soko.com/sustainability/evaluation/

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「サステナビリティに関する考え方」においてステークホルダーとの関係構築を重視すること
を定めており、統合報告書やTDnet、当社ホームページ等で法令に基づく情報開示を含む
各会社情報の適切な開示を積極的に実施することで企業の透明性を高めアカウンタビリ
ティ（説明責任）の向上に努めております。



その他

【中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方】

（多様性の確保に関する基本方針）

当社グループは「安全、多様性、働きがいのある労働環境の実現」が企業の価値創造の
源泉であるという考えのもと、性別、年齢、国籍、障がいの有無、思想、宗教、文化、キャリ
ア、ライフスタイル、働き方等の属性や価値観を問わず、多様性を尊重し、多様な人材が活
躍できる環境や仕組みの整備を進めております。

（女性の中核人材登用に関する当社方針）

当社グループは構成員の多様性を充実させ、もって市場変化への対応力を強化するた
め、女性活躍推進を重点項目に掲げております。

女性が活躍できる雇用環境の整備に加え、女性がやりがいを持ち、さまざまな部署でいき
いきと能力を発揮し、キャリアを形成できるよう行動計画を策定、実施するとともに、女性活
躍に関連する取り組みおよび定量的実績・目標値を当社ホームページにて開示しておりま
す。

<女性活躍推進特設ページ：https://www.mitsui-soko.com/company/overview/women/>

（中途採用者および外国人の中核人材登用に関する当社方針）

当社グループは経営の中核人材における多様な視点を確保する考えから、中途採用者お
よび外国人の中核人材としての登用・育成について定量的な目標を掲げるとともに、これら
の実現に向けて取り組んでまいります。

中途採用者及び外国人に焦点をあてた人材育成計画の整備を推進し、当社グループの中
核人材に占める中途採用者の比率は30%（2021年度現在）、海外子会社を含めた外国人
中核人材の比率は26%（2021年度現在）であります。

今後グループ全体の中長期計画に則した人的資源の涵養に努めて参ります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1) 当社グループ各社の取締役・従業員の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

当社グループ各社は、諸法令・定款および社会規範の遵守、反社会的勢力との決別、環境保全への取組み、情報管理等に関するグループ企業
倫理規範を定め、当社グループ各社の取締役及び従業員の行動規範とする。

当社のリスク管理部はグループ全体のコンプライアンスの意識の向上を図るため、当社グループを横断的に統括することとし、同部を中心に啓
蒙・教育活動を行う。また、同部は当社グループのコンプライアンスの状況を監査する。

これらの活動は定期的にコンプライアンス委員会、取締役会及び監査役に報告されるものとする。コンプライアンスの観点から疑義のある行為等
については、早期発見・是正を図るため、当社グループ従業員が直接情報提供を行う手段として、グループ共通の「三井倉庫グループコンプライ
アンスホットライン」を設置する。受付窓口を外部委託することで通報者を特定できる情報を分離し通報者の個人情報を保護するとともに、通報者
の詮索を防ぎ、通報者が通報したことによって不利益な取り扱いを受けない体制を整えている。

(2) 当社グループ各社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

当社グループ各社は、法令及び社内規程に従い取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以下「文書等」という）に記録し、保存す
る。当社グループ各社の取締役及び監査役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとする。

(3) 当社グループ各社における損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社内に、当社及び主要なグループ会社のリスク管理責任者からなるリスク管理委員会を置き、グループ全体のリスク管理の状況を審議し、基本
的な対応事項、方針等を定める。

コンプライアンス、人権、環境、災害、品質、財務、経理、情報セキュリティ等に係る個別のリスクについては、それぞれのリスク管理を担当する当
社グループ各社の部署にて、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成、配布等を行うものとし、当社グループの横断的なリスク
評価及び対応の推進は当社リスク管理部が行うものとする。

(4) 当社グループ各社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社取締役会は当社グループの中長期の事業基本方針を策定し、当社は当社グループの予算管理、資金調達、資金管理等を一元的に行う。各
事業領域において事業運営を担うグループ会社（事業会社）はその方針に基づき、自らが所管するグループ会社の運営も含め、自立的な成長を
目指し事業運営を行う。その進捗、実績等については、当社が定期的に事業会社から報告を受け、達成状況の検証を行う。

(5) 当社グループの企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループは目標の実現に向け、グループ企業倫理規範を遵守し、社会の一員としての責任を果たす。

当社は、当社グループ各社の取締役または執行役員に法令遵守、リスク管理に係る権限と責任を与え、各執行部門の責任者を指揮して企業集
団の業務の適正を確保するための社内規程及び体制を構築させ、当社のリスク管理部はこれらを横断的に推進、管理する。また、同部はグルー
プ会社各社の監査を行う。

財務、資金、ブランド、知的財産、人材、情報資産、不動産等は当社が一元的に管理することにより、当社グループの目標に適した事業運営の基
礎的枠組みを維持する。

(6) 子会社の取締役、執行役員、従業員等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社は、グループガバナンスに関する方針を定め、当社グループにおいて各社が負うべき責任及び権限を明確にする。グループ会社各社におけ
る重要事項は、当社取締役会の承認、あるいは報告を要することとする。また、当社は事業の進捗状況に関してグループ会社各社から定期的に
報告を受け、取締役会その他会議にて協議する。

(7) 財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性を確保するための体制を構築すべく、主要業務のリスク分析及びそのコントロールに係る基本的な文書類を整備し、
適正な手順を策定するとともに、誤謬防止の方策等を講じる。また、当社グループ各社が自らそれら手順、方策等の実施状況を定期的にチェック
し、不備が発見された場合にはそれを是正することとする。

更に、当社のリスク管理部が横断的に当社グループを監査し、それらチェック及び是正の結果についての確認を行う。

(8) 監査役がその補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に関する体制、その従業員の取締役からの独立性、及び同従業

員に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、必要に応じて監査役の職務を補助する取締役から独立した専任の従業員（監査役補佐人）を置く。監査役及び監査役会は、同補佐人に
対する指揮命令権を有し、また同補佐人の任命、解任、及び人事考課については人事担当の取締役が監査役と協議のうえ、協議結果を尊重して
決定することとする。

(9) 当社グループ各社の取締役及び従業員が監査役に報告するための体制

当社グループ各社の取締役、執行役員または従業員は、当該会社もしくは当社の監査役に対して、法定の事項に加え、当該会社及び当社グ
ループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の結果、三井倉庫グループコンプライアンスホットラインによる通報状況及びその内容を報告するこ
ととする。

監査役に報告したことを理由として、当該報告者が不利益な扱いを受けることはないものとする。

(10) 監査役の職務遂行に要する費用の確保、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会あるいは監査役が監査を行うために社外の専門家へ調査、助言等を求めようとするときは、その費用が合理的なものである限り、当社
が負担するものとする。

監査役は予め可能な限り年間監査計画を策定し、各対象会社あるいは部署に通知し、他方対象となった会社、部署は効率よく監査が行われるよ
う協力する。

監査結果に基づき、当社の監査役は当社グループ各社の代表取締役、監査役、会計監査人、内部監査部署及び関連部署各々との間で適時意
見交換を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、コンプライアンスに徹した透明性の高い経営を目指し、公正且つ適法な事業運営を実現すると共に、事業を通じて社会的責任を
果たしていくことを会社の基本方針としている。これを実現するために、全ての役職員が守らなければならない基本的な行動指針として、「企業倫
理規範」を定めている。

(1) 企業倫理規範における反社会的勢力に対する取組み姿勢

　１ 当社グループは、社会の一員として反社会的勢力に対しては、断固として対決する。

　２ 反社会的勢力には一切の利益供与を行わず、また当社の取引対象から除外する。

　３ 業界、地域社会と協力して反社会的勢力の排除に努める。

　４ 警察等関係行政機関や弁護士と緊密な連携をとり、行動する。

(2) 社内体制の整備状況

　１ 対応総括部署



　　法務総務部とする。

　２ 外部の専門機関との連携

　　本社所在地を管轄する警察署と密接な連携を取ると共に、地区特殊暴力防止対策協議会へ入会し、企業に対する

　　特殊暴力を効果的に排除して被害を防止するよう努めていく。

　３ 反社会的勢力に関する情報の収集および管理状況

　　特殊暴力防止対策協議会の例会参加や会員配布の月刊ニュース等を通じ、情報収集やデータベースの構築に

　　努めると共に、同業他社の総務関係者で構成される定期的会合等を通じて特殊暴力への対応等について情報交換を

　　行い、情報の共有により連携して被害防止に努めている。

　４ 対応マニュアルの整備状況

　　「反社会的勢力対応マニュアル」を整備し、社内に周知している。

　５ 研修活動の実施状況

　　警視庁管内特殊暴力防止対策連合会主催の定例研修会、講演、座談会等に出席し、対応担当者の暴力排除意識

　　の高揚と排除活動を推進している。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

会社の経営方針の決定を支配することが可能な決議数の株式を保有する株主についての基本的な対処方針に関して、当社は、そのような決議
数の株式を保有しようとする者を許容するか否かは最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきと考えております。従って、新株予約権をあら
かじめ発行する防衛策等のいわゆる買収防衛策の導入は現時点では予定しておりません。

当社の企業価値、株主共同の利益の確保または向上にとって不適切な者による当社の買収が試みられようとした場合には、多くの株主または投
資家の皆様にとって好ましくない結果がもたらされることを防止する必要があるため、株主の皆様から負託された者の責務として、当社取締役会
はこれを防止するための適切な措置をとります。その場合には、当該買付者の事業内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、社
内に設置する「企業価値向上委員会」（当社社外取締役及び社外監査役等で構成）が、当該買付行為または買収提案の当社企業価値、株主共
同の利益への影響等を、独立した立場で慎重に調査、検討します。この結果を踏まえ、取締役会は、十分な審議をおこない、企業価値、株主共同
の利益の観点から、株主の皆様にとっての最善策について結論を出すことといたします。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、下記のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 記

(1) 適時開示情報取扱責任者及び担当部署について

　当社の適時開示の情報取扱責任者は代表取締役専務取締役 中山 信夫が務めております。適時開示は、財務経理部が担当しております。

(2) 適時開示に係る社内体制等の状況について

　情報取扱責任者及び担当部署は、取締役会及び経営会議、あるいは当社各部、グループ各社と連携して、情報を収集し、

　重要な会社情報について適時、適切な開示を行っております。

　１ 決定事実に関する情報

　　当社は、法令・定款・社規等の定めに従い、月１回開催される取締役会（必要に応じ臨時取締役会を開催）、又は毎月２回開催される

　　経営会議において経営執行に係わる重要な意思決定を行っておりますが、適時開示が必要な重要事項と判定された案件は、

　　決定され次第速やかに開示しております。

　２ 発生事実に関する情報

　　「内部者取引管理規程」の定めに従い、当社及び子会社において、適時開示が必要な重要事項に該当する可能性がある案件が発生した

　　場合は、その事実を最初に知った当社各部門の情報管理者は、直ちに情報管理総括者である代表取締役専務取締役中山　信夫に

　　伝えます。情報管理総括者は、情報取扱責任者のほか、代表取締役社長、関係部署に連絡し、事実関係の確認、対応策の検討等を行い

　　ます。同時に、情報取扱責任者は、適時開示が必要な重要事項か否かの判定を行い、重要事項と判定された案件は、確認され次第

　　速やかに開示しております。

　　リスク管理部は、予め定められたルールに従い処理されたか否かを内部監査し、改善すべき点が発見されれば、直ちに改めることとして

　　おります。

　３ 決算に関する情報

　　当社は、決算の早期開示、現在は３５日前後での発表に努めております。

　　決算情報は、外部、グループ各社、当社各部門より必要な情報を収集し、集計・精査して作成しておりますが、予め情報の収集手順・

　　精査手順等を定め、所定の証憑書類を添付することにより、情報の正確性・真実性、精査の迅速性・有効性を高めることにしております。

　　また、当社は、決算短信の主要な開示内容を会社法施行規則、会社計算規則及び金融商品取引法連結財務諸表規則等で定める様式と

　　同一にしており、決算短信の開示前に、会社法計算書類及び有価証券報告書（四半期報告書）の主要部分について、公認会計士の監査を

　　受けることにしており、決算短信の適法性、適正性を高めております。

(3) 重要な会社情報の管理

　当社は、「内部者取引管理規程」に基づき、適時開示が必要な会社情報（以下、重要情報という）の候補を認識、確認した時点をもって、

　以下のとおり、その管理を開始します。

　　１ 情報管理総括者は、決算情報、決定事実及び発生事実に係わる重要情報候補事項の取り纏め、管理を担当しております。

　　２ 情報取扱責任者は、重要情報の候補事項について、財務経理部長の進言を受けた上で、適時開示が必要な会社情報に該当するか否かの

　　　判定を行い、社長にその結果を報告します。

　　３ 情報管理総括者は、適時開示が必要と判定された重要情報について、指定日、公表予定日時等を重要情報管理台帳に記録し、

　　　以後重要情報としての管理を行います。



　　　（適時開示が必要な会社情報に該当しなかった場合は、その旨を管理台帳に記入し、関係者に通知します。）

　　４ 役職員は、業務上知り得た重要情報を業務遂行上必要な場合を除いて、他に伝達してはならないとされております。一方、

　　　業務遂行上必要な場合は、重要情報であることを相手方に告げ、厳重な情報管理を依頼します。

　　５ 情報管理総括者は、重要情報が、公表またはその他の理由により、重要情報でなくなった場合は、関係者に対する通知等の

　　　必要な措置を行います。

　　６ 他社の重要情報に関しても、上記と同様な措置を取ることにしております。
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